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１．19年２月期の連結業績（平成18年３月１日～平成19年２月28日） 

（１）連 結 経 営 成 績              (注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益         

〔 売 上 高 〕         
営 業 利 益          経 常 利 益         

 
19年２月期 

 
18年２月期 

 

 百万円   ％    （実質）
 １,０４９,４０５ 1.8    (1.2)
〔 １,００７,４７６ 1.8〕   （1.2)
 １,０３１,１５０ 0.5  (0.6)
〔 ９８９,４７１ 0.3〕   （0.4)

 百万円 ％
 ３３,８６０ 3.4
 
  ３２,７５５ 13.0
 

 百万円 ％
 ３９,５４３ 7.6
 
 ３６,７５２ 12.5
 

 

 当 期 純 利 益         
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
1 株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
19年２月期 
18年２月期 

 百万円 ％ 
 ２５,３１９ 19.5 
 ２１,１９２ 51.9 

 円 銭

 ７７ ８２

  ６８ ７６

 円 銭

 ７４ ６５

 ６５ ７５

 ％ 

 ９．９ 

 １０．０ 

 ％ 

 ５．１ 

 ４．８ 

 ％

 ３．９

 ３．７

 (注) ①持分法投資損益     19年２月期 2,151百万円 18年２月期 2,324百万円 

 ②期中平均株式数（連結） 19年２月期325,360,037株     18年２月期308,182,800株 

 ③会計処理の方法の変更  有・◯無 

 ④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 ⑤連結子会社の決算期変更を考慮した実質的な営業収益の増減率は当期1.2%、前期0.6%であります。 

（２）連 結 財 政 状 態 
 総 資 産 純 資 産  自己資本比率 １株当たり純資産 
 
19年２月期 
18年２月期 

 百万円 
    ７８２,９９６ 
  ７６５,４８７ 

 百万円 
     ２８６,８２９ 
 ２２７,２５５ 

 ％ 
    ３６.２ 
    ２９.７ 

    円   銭 
    ８５９    ３６ 
    ７３７    ２５ 

 (注)期末発行済株式数（連結）19年２月期 330,000,623株  18年２月期308,245,898株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による          

キャッシュ・フロー          

投資活動による          

キャッシュ・フロー          

財務活動による          

キャッシュ・フロー          

現金及び現金同等物          

期 末 残 高          

 
19年２月期 
18年２月期 

 百万円 
 ２８,７６２ 
 ２８,７７２ 

 百万円 
  △１０,０７５ 
      △６,８６５ 

 百万円 
    △１５,８４８ 
    △３２,５４４ 

 百万円 
 ５４,９６１ 
 ５１,５９５ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  
   連結子会社数  26 社 持分法適用関連会社数   ８ 社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結（新規） ０ 社 （除外） １ 社   持分法（新規） ０ 社（除外） １ 社 
２．20年２月期の連結業績予想（平成19年３月１日～平成20年２月29日) 

 営 業 収 益         

〔 売 上 高 〕         
営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
中 間 期 

 
通   期 

 百万円  ％  (実質)
 ５１４,０００ 0.4  (2.1)
〔 ４９１,２００ 0.1〕(1.8)

１,０６０,０００ 1.0  (1.8)
〔 １,０１４,３００ 0.7〕(1.5)

百万円  ％
１５,３００  3.2
 

３７,０００  9.3

百万円  ％ 
１８,１００  3.3 
 

４１,０００  3.7 

百万円  ％
８,０００ △17.9
 

２０,０００ △21.0

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  ６０円６０銭 
（注）①営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期(前年中間期)増減率 

②上記連結業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページを参照ください。 

③連結子会社の決算期変更を考慮した実質的な営業収益の増減率は中間期2.1%、通期1.8%であります。 
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【企業集団の状況】 

 

 (1)企業集団の概要は、次のとおりであります。 

 当社の企業集団は、当社と子会社32社及び関連会社14社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融業等を営んでおります。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。 

① 百貨店業（専門店、飲食業を含む。） 

  当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社10社及び関連会社４社で構成し、商品の供  

給、商品券等の共通取扱を行っております。 

② 建装事業 

    連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱等の子会社２社で構成し、内装工事の受注・施工を行っておりま

す。 

   ③ 不動産業 

        連結子会社の東神開発㈱等の子会社５社及び関連会社４社で構成し、当社グループの不動産管理とショッピ

ングセンター等の運営を行っております。 

   ④ 金融業 

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社３社で構成し、グループ各社の金融業を行っております。 

     なお、リース業は平成17年３月をもって事業を終了しております。 

   ⑤ その他事業 

     連結子会社の㈱グッドリブ等の子会社２社及び関連会社３社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。 

      連結子会社の㈱タップは衣料品の製造・加工業を営み百貨店各社に商品の供給を行っております。 

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社２社は広告宣伝業、連結子会社の㈱髙島屋物流は運送業を行って

おります。 

         連結子会社のたまがわ生活文化研究所㈱等子会社２社及び関連会社１社はレジャー 関連業を行っておりま

す。 

     当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社４社及び関連会社２社は、通信販売事業そ

の他を行っております。 
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 （2）グループ事業系統図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ＊髙栄リース㈱は平成17年３月をもって 

   事業を終了しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注)無印…･･連結子会社 

※ ……・持分法適用関連会社 

☆ ……・非連結子会社 

  〇……・持分法非適用関連会社 
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宣
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委
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動
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内
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工
事
委
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髙島屋スペースクリエイツ㈱ 

㈱タック 

 

建装事業 

   東神開発㈱  

 

 ㈱サンローゼ・ピーアンドシー 

 

※㈱パンジョ  

 

○ビッグステップ㈱  

 

○ﾅﾄー ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱  

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍﾞﾆｭー ･CORP. 

  

※ ﾆｰｱﾝ ﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD. 

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌ゚ﾗｲｽ･゙LTD. 

 

☆ﾄー ｼﾝﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌﾒ゚ﾝﾄ ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ PTE.,LTD  

不動産業 

 髙島屋クレジット㈱  

 

 髙栄リース㈱ 

  

☆㈱東神ジェネラルクリエイト  

金融業 

連結財務諸表提出会社 

  

㈱髙島屋 

㈱岡山髙島屋 

 

㈱岐阜髙島屋 

 

㈱米子髙島屋 

 

㈱高崎髙島屋 

 

 ㈱髙島屋友の会  

  

㈱ファッションプラザ２１  

  

㈱アール・ティー・コーポレーション 

 

※㈱新南海ストア  

 

※㈱ジェイアール東海髙島屋 

 

※㈱伊予鉄髙島屋 

百 貨 店 業 その他事業 

 （卸売事業）  

 ㈱グッドリブ  

 

※㈱ロジエ  

 

☆台北髙島屋国際股份有限公司 

 

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 

○S.A.ルロア  

（衣料品加工業） 

  

 ㈱タップ  

 

（広告宣伝業）  

 ㈱エー・ティ・エー  

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄ゙ﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞ&           

         ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD 

（運送業） 

  

 ㈱髙島屋物流  

                          

 （その他）  

  ㈱髙島屋：通信販売事業本部 

  

㈱センチュリーアンドカンパニー 

  

髙島屋ビルメンテナンス㈱ 

 

髙島屋ビジネスサービス㈱ 

 

㈱髙島屋保険＆テレコム 

 

ﾃｨー ｽ  ゙ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 

  

たまがわ生活文化研究所㈱ 

 

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ 

  

○ディーエイチシー新宿㈱ 

 

○㈱日本橋まちづくり企画 

 

人
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 ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ LTD. 

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭｰﾖｰｸ･ＬＬＣ 
 

※大葉髙島屋百貨股份有限公司
 

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.  
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【経営方針】 

１．会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「いつも、人から。」を経営理念として掲げております。この経営理念には、従業員一人ひとり

が「人」としての思いやりや誠実さをもち、自主性・創造性を発揮して行動すること、そしてグループを取り巻くす

べての「人」（ステークホルダー）との信頼を深め、ともにこころ豊かな暮らしを築いていきたいという強い思いが

込められています。 
お客様の豊かな暮らしの実現に奉仕すること、革新的な経営を推進すること、公正で透明な企業活動や社会貢献に

より社会的責任を果たしていくことなど、企業が成長・発展していくための原動力はすべて「人」に集約されます。

企業に対し、より強い倫理観が求められる社会潮流の中で、当社グループはこれからも経営の原点を「人」におき、

すべてのステークホルダーの皆様の期待に応えるための取り組みを進めてまいります。 
特にお客様は当社グループの財産であり、ブランド価値の源泉です。お客様からの支持・信頼に応え、さらなるご

愛顧を頂くことを目標に、「お客様第一主義」を当社グループにおける基本姿勢とし、ワンランク上の上質な商品・

情報・サービスを最適な形で編集・提供してまいります。「お買い物の楽しさ」「非日常性」を実現する「ゆとり」

「やすらぎ」「つどい」を提供し、心の満足が得られる商品やサービスを提供する企業グループ、これが当社グルー

プの目指す姿であります。 
 
２．会社の利益配分に関する基本方針 
 
 当社では、将来に備え経営基盤を強化することにより安定的な配当水準を維持することを基本スタンスとしながら、

業績や経営基盤を総合的に勘案するとともに、連結・単体の両面から配当性向３０％を目処として、株主の皆様への

利益還元を図ってまいります。なお、平成18年度期末配当金は１株につき前期の期末配当金から50銭増配し５円と

するとともに平成19年度の中間及び期末配当金はそれぞれ１株につき５円とし年間10円配当する予定であります。 

 内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。 

 また、配当に関する定款変更及び四半期配当の実施等については、検討を重ねてまいります。 

 
３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 
当社は、個人投資家層の拡大及び株式流通の活性化を重要課題と認識しております。投資単位の引下げにかかる施

策につきましては、その費用並びに効果等を検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考え

ております。今後とも市場の動向や株券の電子化、株価等を踏まえたうえで、検討を重ねてまいります。 
 

４．目標とする経営指標 
 

平成17年４月にスタートした「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」の最終年度（平成23年度）にお

ける連結経営目標は、以下の通りであります。 

     ○営業収益 １兆１，２００億円 

     ○経常利益     ５５０億円 
     ○有利子負債    ７００億円 
     ○ＲＯＡ       ６．８％（経常利益／総資産） 
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５．中長期的な会社の経営戦略 
 
 当社グループは、経営基盤を強固なものとするため、営業費構造改革とＭＤ構造改革を２本柱とする経営改革に、

総力をあげて取り組んでまいりました。 
 今後当社グループがさらに発展していくため、「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」に基づき、将来

の成長戦略を描き、経営者から店頭の販売員までが価値観を共有し、同じベクトルで取り組むことにより、新たな成

長を目指してまいります。「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」の実現に向け、以下の取り組みを行っ

てまいります。 

 

（１）営業力強化のための投資 

   19年２月期は、17年度に引き続き増収を達成いたしましたが、今後の消費環境は決して楽観できる状況にあり

ません。これに対応するため、大型店を中心にリニューアル投資を実施し、「お客様の声」を活かした商品開発・

品揃え、情報発信型ショップの展開など特徴ある売場づくり、プロフェッショナルな販売員の育成、快適性・安

全性・デザイン性の高い店舗環境の実現を目指します。 

   

（２）成長戦略のための投資 

今後も競合店との競争が激化するなかで成長していくためには、店舗の増床などによる競争力向上は不可欠と

いえます。本年４月19日リニュアルオープンの新宿店「リ・アクシス」計画とともに、大型投資案件として大阪

店新本館計画、東京店再開発計画、横浜店全館改装計画に取り組んでおります。また、髙島屋ブランドを活用し、

国内外で新規出店等も検討してまいります。 
 

（３）グループ事業強化のための投資 

グループ事業では、東神開発株式会社によるＳＣ事業を百貨店事業に次ぐ第２のコア事業として位置づけ、新

たな成長を目指します。その他に、収益性向上を図るためのシステム投資・投融資を計画しています。 
 
６．会社の対処すべき課題 
 
 今後の当社グループを取り巻く経営環境は、少子高齢化による生産人口の減少や税・社会保障費の負担増による可

処分所得の減少に加え、小売業界のオーバーストア化や業態の垣根を超えた再編がさらに進むなど、一段と厳しくな

ることが予想されます。このため中長期的には営業力強化に向けた継続的な取り組みを実施しない限り、売上高が前

年を上回ることは想定しにくいものと思われます。こうした認識のもと、最強の販売体制の構築に向けて、以下の取

り組みを行ってまいります。 

 
（１）データベースマーケティングの徹底によるＣＲＭの強化 

   当社グループでは、既存のハウスカードに加え、本年新たに株式会社クレディセゾンと共同開発した富裕層向

けの「タカシマヤカード≪ゴールド≫」を発行しました。お客様のニーズに沿った多彩なラインアップを揃える

ことにより、ハウスカード会員の拡大に努めております。 

こうした中、購買行動などの顧客情報を活用したデータベースマーケティングを強化してまいります。 

具体的には、蓄積されたデータベースを迅速かつ的確に活用できるよう、情報システムの最適化を図ることに

よって、販売体制のサポート強化を図ってまいります。また日々取得する顧客情報を徹底的に分析し、お客様ご

とにカスタマイズされたご提案・アプローチを、お客様のニーズ、ライフステージに合わせてタイムリーに実践

することで、お客様との信頼関係を構築してまいります。 
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（２）お客様視点での売場の業務改革の推進 

今後の定年退職の増加による労務構成の大きな転換期に先駆けて、最少の要員で最大の効果をあげられる販売

体制を構築してまいります。 
具体的には売場における販売付帯・後方業務を中心に、お客様の立場で業務の必要性・重要性を再検証し、集

中化、ＩＴ化、外注化などにより、徹底的に効率化を図ります。そのことで、販売に専念できる体制を強化する

とともに、一人ひとりの人材力を高めて、お客様に最高のサービスを提供できる販売体制を構築します。 
また、店舗における間接業務の徹底的な合理化・効率化に向けて、当社のシェアードサービスを担うグループ

企業とともに、最小のコストで運営できる体制をつくり、経営資源をお客様の期待に応えるための営業活動にシ

フトさせてまいります。 
 

７．親会社等に関する事項 

該当する事項はありません。 
 
【経営成績及び財政状態】 
 
１． 経営成績 
（１）当連結会計年度の概況 

①業績の概要 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国経済の拡大や堅調な企業業績を背景にした設備投資の増加などに

支えられ、景気は緩やかな回復が続きました。個人消費は雇用環境の改善により底堅く推移したものの、力強さ

を取り戻すには至りませんでした。 

百貨店業界におきましては、業態の垣根を越えた競合の激化や天候不順などの影響を受け、厳しい状況が続き

ました。 

当社グループにおきましては、平成17年度よりスタートした『髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）』

の実現に向け、営業力と経営基盤の強化に努めました。「お客様の視点」をベースに「商品」「サービス」「環

境」などすべての要素のレベルアップを目指し、タカシマヤブランド商品の展開強化をはじめとした品揃えの充

実や特徴化、お買い物の満足度・利便性の向上、バリアフリー化などの店舗環境の改善を図りました。そして、

クレジットカード事業において株式会社クレディセゾンとの提携強化に取り組みました。また、公募増資を行い

株主資本の増強による財務基盤強化を図りました。グループ事業におきましても、各社において収支構造改革を

進め連結利益増大を図りました。 
以上のような諸施策を実施し、連結営業収益は１，０４９，４０５百万円（前年比１．８％増）となり、また、

連結営業利益は３３，８６０百万円（前年比３．４％増）、連結経常利益は３９，５４３百万円（前年比７．６％

増）、連結当期純利益は２５，３１９百万円（前年比１９．５％増）と増収増益となりました。 
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
②セグメント別の業績 

＜百貨店業＞ 

百貨店事業におきましては、「笑顔」と「まごころ」のおもてなしを常に心掛け、「地域一番のクラス感ある

店舗づくり」に継続して取り組んでまいりました。 

ＭＤの特徴化を進めるとともにＭＤの共通化と仕組みの変革による収益力強化に取り組みました。お客様の声

を活かした「ボイスファイル」などの商品開発やグループ力を活かした有力ブランドの共通展開、中小型店の商

品陳列・売場運営・商品調達を共通化する「売場カセット化」を進めました。 

各地域における競争力強化に向けて、京都店ではレストラン街増床による「京回廊」オープンをはじめとする
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リニューアル、泉北店、港南台店、洛西店の全館改装、横浜店、高崎店では食料品フロアの改装を実施しました。 

専門的な知識・技能・資格をもつ「セールススペシャリスト」や、お買物などのご相談にお応えする「コンシ

ェルジュ」の拡充など販売・サービスの向上に取り組みました。また、話題性の高い文化催や魅力ある催の開催

とともに広告宣伝活動を推進し、お客様のご来店促進に努めました。 

「タカシマヤカード」「タカシマヤ《セゾン》カード」の会員獲得の強化と利用促進に取り組むとともに、「百

貨店カードのファーストクラス」をコンセプトとする「タカシマヤカード《ゴールド》」を株式会社クレディセ

ゾンと共同開発し、本年３月より新規発行しております。 

また、オンラインショップ「ｅ百華店」では、品揃えの充実とともにお客様の利便性向上に向け、ホームペー

ジの見直しを行い、売上の増大を図りました。 

このような諸施策を実施した結果、国内の百貨店事業売上高は前年を上回りました。 

法人事業におきましては、企業業績が好調に推移する中、積極的な営業活動が奏功し、売上高は前年を上回り

ました。 
また、タカシマヤ・シンガポール・リミテッドにおきましては、拡大を続けるシンガポールの国内景気にも支

えられ、特選ブティック・婦人雑貨・子供服・スポーツ用品などが好調に推移し、売上高・営業利益とも前年を

大きく上回りました。 
以上の結果、営業収益は９４１，６９２百万円（前年比１．５％増）、営業利益は２３，３４２百万円（前年

比０．６％増）となりました。 

＜建装事業＞ 

建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ株式会社が、積極的な営業活動により商業施設やホテル

の大型物件工事を中心に受注を拡大し、営業収益は前年を上回りました。しかしながら、競争激化により利益率

が低下し、経費構造の改善に努めたものの、営業利益は前年を下回りました。 

この結果、営業収益は３３，３８８百万円（前年比２４．１％増）、営業利益は４７５百万円（前年比９．０％

減）となりました。 

＜不動産業＞ 

不動産業におきましては、東神開発株式会社が、シンガポール髙島屋ショッピングセンター及び玉川髙島屋シ

ョッピングセンターにおいて、売上好調により賃料収入が増加したことに加え、東京都立川市にオープンしたラ

イフスタイルセンター「若葉ケヤキモール」等、新規開発事業により、増収増益となりました。 

この結果、営業収益は２４，０８８百万円（前年比５．９％増）、営業利益は６，３１６百万円（前年比１１．

６％増）となりました。 

＜金融業＞ 

金融業におきましては、髙島屋クレジット株式会社が、ポイント対象商品の拡大等により、百貨店、提携加盟

店ともに取扱高が前年を上回ったものの、営業利益は、本年３月発行のタカシマヤカード《ゴールド》の獲得強

化に向けた宣伝費の増などにより減益となりました。 

この結果、営業収益は７，９８６百万円（前年比９．５％減）、営業利益は２，０８４百万円（前年比１１．

８％減）となりました。 

＜その他事業＞ 

通信販売事業におきましては、カタログ発行回数の増加や生活提案等の新規カタログ発刊を実施して営業力強

化に努めましたが、暖冬の影響などを受けて、特に初秋号、新春号カタログの受注が振るわず、売上高は前年を

下回りました。 

また、当社グループ内で髙島屋クレジット株式会社等３社に分散されていた保険代理店事業を、本年２月から

株式会社髙島屋保険＆テレコムに一元化いたしました。 

一方、事業構造改革を実施した株式会社グッドリブは、中心事業である食品卸売と貿易業がそれぞれ順調に推

移し、営業収益、営業利益ともに計画値を上回りました。 



－ 8 － 

この結果、営業収益は４２，２４９百万円（前年比５．０％減）、営業利益は２，０８５百万円（前年比６９．

６％増）となりました。 
 

（２）次期の見通し 

次期の景況につきましては、企業業績の好調さが持続し、緩やかな景気回復が続くものと見込まれます。しか

し、税・社会保障費の負担増や原油等原材料価格の動向など、経営環境の先行きは楽観視できない状況でありま

す。百貨店業界におきましては、業界再編の動きが加速するなど、ますます競合は激化するものと見込まれます。

当社グループといたしましては、従来発想に捉われずゼロベースで収支構造改革に取り組み、そこで生み出した

経営資源をお客様のご満足を高めるための施策に振り向け、売上の増大につなげてまいります。 
主力の百貨店事業におきましては、「お客様第一主義」の徹底とともに「地域一番のクラス感ある店舗づくり」に

向けて店舗営業力を強化していきます。全館改装を進めてきた新宿店は4月19日にグランドオープンし、さらに、収

益基盤の強化に向けた横浜店の改装や21年秋開業の大阪店の増床リニューアル計画を推進してまいります。また、

本年3月12日に新業態としてデパ地下特化型食品ストア「タカシマヤ フードメゾン」を千葉県流山市「流山おおた

かの森ショッピングセンター」に出店いたしました。 

従来のカードに加え、「タカシマヤカード≪ゴールド≫」の新規発行により幅広いお客様の固定化を図るとともに、

データベースマーケティングの精度を高め、お客様のニーズに的確に応えてまいります。また、「オンライン事業部」

を新設して、インターネットショッピング事業を本格展開していきます。 

このたび、美術部創設100年を迎えるにあたり、｢タカシマヤ チェンテンナーレ 美の百年祭｣を本年3月より3年

間にわたって開催し、当社ならではの展覧会や特別企画商品等を展開してまいります。 

各地域での品揃えの充実や販売・サービスの向上とともに、「イタリア展」をはじめとする魅力ある催しや広告宣

伝活動を強化して売上の増大を目指していきます。 

タカシマヤ・シンガポール・リミテッドにおきましては、海外店舗の運営ノウハウと地域一番店の強みを活か

し、収益の増大を図ってまいります。 

建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ株式会社が、ホテル、ケア施設等成長が見込める分野へ

の受注を強化するとともに、取引先集約などにより原価率の低減を図り、収支構造の改革に努めてまいります。 

不動産業におきましては、東神開発株式会社が、「流山おおたかの森ショッピングセンター」（千葉県）を３月

に開業、また、4 月には「なんばパークス」（大阪市）の第 2 期エリア内「Ｔ－テラス」の専門店賃貸事業を開

始いたしました。今後も、当社百貨店各店の増床・改装計画への参画等、当社と一体となって商業施設の開発・

運営に取り組み、収益力強化に貢献してまいります。 

金融業におきましては、髙島屋クレジット株式会社が、株式会社クレディセゾンとの提携を更に活かしながら、取

扱高の拡大を図るとともに、百貨店事業の営業力強化に寄与してまいります。 
以上のような事業活動によりまして、連結営業収益は１，０６０，０００百万円（前年比１．０％増）、連結

経常利益は４１，０００百万円（前年比３．７％増）となり、連結当期純利益は２０，０００百万円（前年比２

１．０％減）を見込んでおります。 

（注）この資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報から   

得られた判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。よって実際の業績は   

様々な要因により、記述されている業績予想とは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下

さい。 
実際の業績に影響を与え得る重要な要因には、当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レー  
トの変動などが含まれます。 
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２．財政状態 

当連結会計年度末の資産は、７８２，９９６百万円と前連結会計年度末に比べ１７，５０９百万円増加しました。

これは「髙島屋グループ長期プラン(＝新・成長戦略)」に基づく積極的投資により、有形固定資産が８，０５２百万

円、無形固定資産が４，６６８百万円増加したことが主な要因です。負債については、４９６，１６６百万円と前連

結会計年度末に比べ４１,５３３百万円の減少となりました。これは社債及び長期借入金が減少したことが主な要因で

す。純資産については、公募増資及び第三者割当増資を実施した結果、２８６,８２９百万円と前連結会計年度末に比

べ５９,０４２百万円増加しました。 
 

キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、２８,７６２百万円の収入となり、前年に比べ９百万円の収入の減少となり

ました。主な要因は、債権流動化の実施額を減少させ収入が減少した一方で、税金等調整前当期純利益の増加と保証

金の返還により収入が増加したことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１０,０７５百万円の支出となり、前年に比べ３,２１０百万円の支出の増

加となりました。主な要因は、有形・無形固定資産の取得による支出が２９,５４３百万円と１２,９０１百万円増加

した一方で、有価証券・投資有価証券等の売却による収入が１１,０５６百万円と９,０３２百万円増加したことによ

るものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、１５,８４８百万円の支出となり、前年に比べ１６,６９５百万円の支出の

減少となりました。主な要因は、公募増資及び第三者割当増資による収入が３０，０５５百万円増加した一方で、長

期借入による収入が４，０００百万円と前年同期に比べ１４，４００百万円減少したことによるものです。 

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ３，３６５百万円増加し、    

５４，９６１百万円となりました。 
  

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりです。 

 平成15年２月期 平成16年２月期 平成17年２月期 平成18年２月期 平成19年２月期

自己資本比率（％） 21.6 22.9 25.3 29.7 36.2

時価ベースの自己資本比率（％） 17.6 37.1 41.7 68.5 65.4

債務償還年数（年） 3.3 5.1 7.5 5.7 4.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 12.8 9.1 6.2 7.6 7.7

自己資本比率           ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており  

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている短期借入金、一年内償還社債、社債、長期借入金、コマ

ーシャルペーパーを対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しております。 
 

３．事業等のリスク 

当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしておりますが、現在、当社グループの経営成績

および財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に影響を及ぼす可能性

がある事項と考えております。 
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(1) 景気・季節要因 

当社グループの中核である百貨店業は、国内外の景気動向や消費動向、また冷夏・暖冬などの天候不順により大きな影響

を受けます。従って、これらの要因が当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 競合環境 

当社グループ百貨店業においては、都心大型５店舗を売上・収益の柱としておりますが、いずれの店舗も同業他社の大型

店と隣接し、それらの店舗の改装・増床が続くとともに、新たな都市型商業施設のオープンが相次ぐなど、競合環境が激化し

ております。さらに、地方郊外店商圏もロードサイドへの大型ショッピングセンター出店等により、店舗間・業態間競合が熾烈

化する状況にあります。これら同業他社や新業態による改装・増床・新規出店など競争環境の変化が、当社グループの業績

や財政状況に少なからず影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3) 自然災害・事故 

当社グループ百貨店業は店舗による事業展開を行っており、また不動産業においては専門店ビルにおける不動産賃貸収

入を主要収益としております。このため、地震・洪水・台風等の自然災害や火災等事故により、当社グループの業績にマイナ

スの影響が及ぶ可能性があります。特に火災については、消防法に基づいた火災発生の防止や避難訓練を徹底して行っ

ておりますが、店舗において火災が発生した場合、消防法による規制や被害者に対する損害賠償責任、従業員の罹災によ

る人的資源の損失、建物等固定資産や棚卸資産への被害等、当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

 

(4) 商品取引 

当社グループの中核である百貨店業は、消費者と商品取引を行っております。提供する商品については、適正な商品であ

ることや安全性等に十分留意しておりますが、万一欠陥商品や食中毒を引き起こす商品等、瑕疵のある商品を販売した場合、

公的規制を受ける可能性があるとともに、製造物責任や損害賠償責任等による費用が発生する場合があります。また、当社

グループに対する信用失墜や、提供する商品に対する不安感が高まることにより売上高が減少し、当社グループの業績や

財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5) 法的・公的規制 

当社グループは、大規模小売店舗立地法や独占禁止法の他、食品の安全管理、消費者保護、租税、環境・リサイクル関連な

どに関する法令等に十分留意した営業活動を行っておりますが、万一これらに抵触する事態が生じた場合には、当社グル

ープの企業活動が制限される可能性や、法令上の規制に対応するため経営コストが増加する可能性があります。従って、こ

れらの法令等の規制は当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 

(6) 顧客情報の管理 

当社グループでは、ハウスカード顧客を始め顧客の個人情報を保有しております。顧客情報の管理については、社内管理

体制を整備し厳重に行っておりますが、不測の事故または事件によって顧客情報が外部に流出した場合、お客様個人に支

払う損害賠償による費用の発生や、当社グループの社会的信用の失墜による売上高減少が考えられ、当社グループの業績

や財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 

(7) システムリスク 

当社グループ百貨店業を中心とした各種コンピューターシステムは、外部委託先のセキュリティセンターで集中管理してお

ります。当該センターでは耐震設計(震度７程度まで)、電源・通信回線の二重化、自家発電装置、不正侵入防止などの安全

対策を講じております。しかしながら、想定を超える自然災害やシステム障害により通信回線切断やシステム停止が発生し

た場合には、当社グループの事業活動に大きな支障をきたし、当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 



－ 11 － 

比 較 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                 （単位 百万円） 

      期 別 
科 目 

当連結会計年度 
（19．２．28） 

前連結会計年度 
（18．２．28） 

増 減 高 

 

（ 資 産 の 部 ）            
流 動 資 産         ２５８，８５７ １９０，８８８ ６７，９６８

  現 金 及 び 預 金            ５５，００９ ５２，５９３ ２，４１６

  受取手形及び売掛金            ７２，６２２ ６２，７１５ ９，９０７

  有 価 証 券            ５９９ ８９９ △２９９

  た な 卸 資 産            ４１，４９４ ４１，１４８ ３４５

  短 期 貸 付 金            ０ ３５ △３５

  繰 延 税 金 資 産            ６，２１０ ３，９２２ ２，２８８

  差 入 保 証 金             ６３，７５７ ― ６３，７５７

  そ の 他            １９，７７３ ３０，２７２ △１０，４９８

  貸 倒 引 当 金            △６１１ △６９８ ８６

固 定 資 産         ５２４，１３８ ５７４，５９８ △５０，４５９

有 形 固 定 資 産         ２８１，３９４ ２７３，３４１ ８，０５２

  建 物 及 び 構 築 物            １１４，８５０ １１４，３８６ ４６３

  機械装置及び運搬具            １８５ １６２ ２２

  器 具 及 び 備 品            ８，７７０ ８，４６１ ３０９

  土 地            １４２，２２９ １４３，３５８ △１，１２８

  建 設 仮 勘 定            １５，３５７ ６，９７１ ８，３８５

無 形 固 定 資 産         １５，８９４ １１，２２６ ４，６６８

  借 地 権            １１，３５４ ６，２２７ ５，１２６

  連 結 調 整 勘 定            １，１４５ １，２４０ △９５

  そ の 他            ３，３９５ ３，７５８ △３６３

投資その他の資産          ２２６，８４９ ２９０，０３０ △６３，１８０

  投 資 有 価 証 券            １００，１６２ １０４，００５ △３，８４３

  長 期 貸 付 金            ８２，８２１ ８３，８１５ △９９３

  長 期 保 証 金            ３６，８７５ ９９，９１１ △６３，０３６

  繰 延 税 金 資 産            ３，７３８ ６，９３２ △３，１９４

  そ の 他            ６，３３０ ７，３９３ △１，０６２

  貸 倒 引 当 金            △３，０７８ △１２，０２７ ８，９４９

資 産 合 計         ７８２，９９６ ７６５，４８７ １７，５０９
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                                                 （単位 百万円） 

           期 別 

科 目 

当連結会計年度 

（19．２．28）

前連結会計年度 

（18．２．28）
増 減 高 

（負債の部）         

流 動 負 債         341,057 327,340 13,717

支払手形及び買掛金                     99,020 96,858 2,162

短 期 借 入 金                     50,898 43,772 7,126

社債（１年内償還）                     10,000 8,000 2,000

未 払 法 人 税 等                     9,959 5,622 4,336

未 払 消 費 税 等                    1,312 1,658 △345

未 払 費 用                    9,038 10,113 △1,074

前 受 金                     67,876 62,600 5,276

商 品 券                     44,637 43,761 875

預 り 金                     23,538 23,166 372

役 員 賞 与 引 当 金                     91 99 △7

ポイント金券引当金                     3,731 3,194 537

建物等除却損失引当金                     2,379 ―
 2,379

そ の 他                     18,571 28,492 △9,921

固 定 負 債         155,109 210,359 △55,250

社 債                     11,231 24,850 △13,619

長 期 借 入 金                     44,361 86,444 △42,082

退 職 給 付 引 当 金                     56,824 57,369 △545

役員退職慰労引当金                     606 536 69

持分法適用に伴う負債                     317 316 0

繰 延 税 金 負 債                     124 146 △22

再評価に係る繰延税金負債                      10,184 7,619 2,564

そ の 他                     31,460 33,075 △1,614

負 債 合 計        496,166 537,700 △41,533

（純資産の部）         

資 本 金                     56,025 ― ― 
資 本 剰 余 金                     45,076 ― ― 
利 益 剰 余 金                     145,975 ― ― 
自 己 株 式                     △425 ― ― 

株主資本合計          246,652 ― ― 
その他有価証券評価差額金                      25,631 ― ― 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益                     △0 ― ― 
土地再評価差額金                     8,505 ― ― 
為替換算調整勘定                     2,803 ― ― 

評価・換算差額等合計          36,939 ― ― 
少 数 株 主 持 分                      3,237 ― ― 

純 資 産 合 計        286,829 ― ― 
負  債 、純  資  産  合   計 782,996 ― ― 

（少数株主持分）          
少数株主持分          ― 532 ― 

（資本の部）           
資 本 金                     ― 39,161 ― 
資 本 剰 余 金                     ― 28,227 ― 
利 益 剰 余 金                     ― 127,264 ― 
土地再評価差額金                     ― 4,754 ― 

その他有価証券評価差額金                      ― 27,179 ― 
為替換算調整勘定                     ― 1,013 ― 
自 己 株 式                     ― △345 ― 
資 本 合 計        ― 227,255 ― 

負債、少数株主持分及び資本合計 ― 765,487 ― 
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比 較 連 結 損 益 計 算 書 
                                        （単位 百万円）  

期 別 
科 目 

当連結会計年度 

(18.３.１～19.２.28）

前連結会計年度 

(17.３.１～18.２.28）

増 減 高 

 

増減率 

（％） 

売 上 高           １，００７，４７６ ９８９，４７１ １８，００４ １．８ 

売 上 原 価           ７３４，０８３ ７１９，１３５ １４，９４７ ２．１

売 上 総 利 益            ２７３，３９２ ２７０，３３５ ３，０５６ １．１

その他の営業収入           ４１，９２９ ４１，６７８ ２５０ ０．６ 

（営業収益計）          （１，０４９，４０５） （１，０３１，１５０） （１８，２５５） （１．８）

営 業 総 利 益            ３１５，３２２ ３１２，０１４ ３，３０７ １．１

販売費及び一般管理費 ２８１，４６１ ２７９，２５９ ２、２０２ ０．８ 

   営 業 利 益            ３３，８６０ ３２，７５５ １，１０５ ３．４

  受取利息及び配当金             ３，５４９ ２，７５９ ７８９ ２８．６ 

  持分法による投資利益            ２，１５１ ２，３２４ △１７２ △７．４

  そ の 他 営 業 外 収 益            ６，６８０ ６，５７９ １０１ １．５

 営 業 外 収 益 計         １２，３８１ １１，６６３ ７１８ ６．２ 

  支 払 利 息            ２，８５１ ３，６４５ △７９３ △２１．８

  そ の 他 営 業 外 費 用            ３，８４６ ４，０２１ △１７５ △４．４

 営 業 外 費 用 計         ６，６９８ ７，６６６ △９６８ △１２．６ 

   経 常 利 益            ３９，５４３ ３６，７５２ ２，７９１ ７．６

特 別 利 益           １５，３６２ ５，３４２ １０，０１９ １８７．５

特 別 損 失            １１，９７０ ８，１４４ ３，８２５ ４７．０ 

税金等調整前当期純利益 ４２，９３６ ３３，９５０ ８，９８５ ２６．５

法人税、住民税及び事業税 １２，０６３ ８，５８７ ３，４７６ ４０．５

過年度法人税、住民税及び事業税 ７５５ ― ７５５ ― 

法 人 税 等 調 整 額             ４，６６５ ４，０３４ ６３１ １５．７ 
少 数 株 主 利 益              １３１ １３７ △５ △４．１

 当  期  純  利  益 ２５，３１９ ２１，１９２ ４，１２７ １９．５
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                     連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書   
当連結会計年度 （自平成18年３月１日 至平成19年２月28日）          （単位 百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等 

 
資本金 

資本 

剰余金

利益 

剰余金 

自己 

株式 

株主資

本合計

その他

有価証

券評価

差額金

繰延 

ﾍｯｼ゙  

損益 

土地 

再評価

差額金

為替換

算調整

勘定 

評価・ 

換算差

額等合

計 

少数株

主持分 

純資産

合計 

平成18年２月28日残高 39,161 28,227 127,264 △345 194,307 27,179 － 4,754 1,013 32,947 532 227,787

当連結会計年度中の変動額     

増資による新株の発行 15,032 15,022  30,055   30,055

新株予約権付社債の行

使による新株の発行 

1,830 1,824  3,655   3,655

剰余金の配当  △2,856 △2,856   △2,856

当期純利益  25,319 25,319   25,319

自己株式の取得・処分  2  △79 △77   △77

土地再評価差額金の取崩  △3,751 △3,751   △3,751

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額（純額） 

  

△1,548 △0 3,751 1,789

 

3,991 

 

2,705 6,697

当連結会計年度中の変動額  

合計  

 

16,863 16,849

 

18,711 △79 52,344 △1,548 △0 3,751 1,789

 

3,991 

 

2,705 59,042

平成19年２月28日残高 56,025 45,076 145,975 △425 246,652 25,631 △0 8,505 2,803 36,939 3,237 286,829

 

   連 結 剰 余 金 計 算 書  

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） （単位 百万円） 

               期 別 

科 目 

前連結会計年度 

(17.３.１～18.２.28) 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 28,149

資 本 剰 余 金 増 加 高 77

新株予約権付社債転換による増加高 75

自 己 株 式 処 分 差 益 1

資本剰余金期末残高 28,227

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 109,727

利益剰余金増加高 21,320

当  期  純  利  益 21,192

連結子会社増加に伴う増加高 127

利益剰余金減少高 3,783

配 当 金 2,542

土地再評価差額金取崩高 1,228

連結子会社増加に伴う減少高 0

非連結子会社合併による減少高 12

利益剰余金期末残高 127,264
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連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
                                         （単位 百万円） 

                期  別 
科  目 

当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 
前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 

４２,９３６

１２,２２６

４３

９５

△９,０３６

△７

△５４５

６９

５２７

２,３７９

△３,５４９

２,８５１

△２,１５１

△３,５６７

３,０１８

―

△８３２

２

△１，４１７

△９,９８９

△２８４

１,９２１

２,０００

３３,９５０

１２,８９５

２３

９５

△３８８

９

△２,３２２

△３５

２３１

―

△２,７５９

３,６４５

△２,３２４

△４,４６３

１,８８４

２０

△１７

２

―

１,５０３

３,０６５

△９００

△５,５４５

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー                       
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益                     
減 価 償 却 費                    
減 損 損 失                     
連 結 調 整 勘 定 償 却 額                    
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額                      
役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額                     
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額                    
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額                      
ポ イ ン ト 金 券 引 当 金 の 増 加 額                     
建物等除却損失引当金の増加 額                     
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                    
支 払 利 息                   

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   

固 定 資 産 売 却 益                    
固 定 資 産 除 却 損                    

固 定 資 産 評 価 損                     

有価証券・投資有価証券等売却益                     
投 資 有 価 証 券 評 価 損                    
連 結 子 会 社 株 式 売 却 益                     
売 上 債 権 の 増 減 額                    
た な 卸 資 産 の 増 減 額                    
仕 入 債 務 の 増 減 額                    
その他営業活動によるキャッシュ・フロー                     

小       計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                    
利 息 の 支 払 額                    
法 人 税 等 の 支 払 額                      

３６,６８９

４,１６５

△３,７４５

△８,３４７

３８,５７１

３,２０６

△３,８０２

△９,２０２

営業活動によるキャッシュ・フロー ２８,７６２ ２８,７７２

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー                      
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                    
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                    
有価証券・投資有価証券等の取得による支出                     
有価証券・投資有価証券等の売却による収入                     
有形・無形固定資産の取得による支出                    
有形・無形固定資産の売却による収入                    
長 期 貸 付 に よ る 支 出                    
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                    
その他投資活動によるキャッシュ・フロー                     

△６０

６０

△２,０２５

１１,０５６

△２９,５４３

７,８１２

△２９

１,０５９

１,５９３

△１,００４

５５

△２,５９７

２,０２４

△１６,６４２

１４,７１５

△４,９３８

１,０５８

４６３

投資活動によるキャッシュ・フロー △１０,０７５ △６,８６５
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                                           （単位 百万円） 
                期  別 

科  目 
当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 
前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー                       

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額                     
長 期 借 入 に よ る 収 入                    
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                    
社 債 の 償 還 に よ る 支 出                    
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入                     
配 当 金 の 支 払 額                    
増  資  に  よ  る  収  入 
その他財務活動によるキャッシュ・フロー                     

△５０

４,０００

△３８,９０６

△８,０００

３

△２,８５６

３０,０５５

△９４

１,１１０

１８,４００

△３４,４１７

△１５,０００

１

△２,５４２

―

△９６

財務活動によるキャッシュ・フロー △１５,８４８ △３２,５４４

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                     ５２７ ４６９ 
Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                       ３,３６５ △１０,１６８

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     ５１,５９５ ６１,２５５

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                      ― ５０９

Ⅷ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高                      ５４,９６１ ５１,５９５
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社           26社（㈱岡山髙島屋、髙島屋スペースクリエイツ㈱、東神開発㈱他） 

非連結子会社     ６社（タカシマヤ・フランスS.A.他） 

連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋は平成 18 年６月に清算結了しましたので連結子会社から除外しました。

また㈱ティー･エル・コーポレーションが社名を㈱髙島屋物流に、㈱関東テレホンコミュ二ケーションセンターは

持分法適用関連会社の㈱関西テレホンコミュニケーションセンターの電話交換業務を引き継ぎ、社名を㈱髙島屋

テレホンコミュニケーションセンターに変更いたしました。平成19年２月に㈱髙島屋テレホンコミュニケーショ

ンセンターは当社の通信販売事業本部及び髙島屋クレジット㈱の保険代理店事業を移管・統合し、社名を㈱髙島

屋保険＆テレコムに変更いたしました。 

非連結子会社は総資産、売上高、利益額、利益剰余金等の観点からみていずれも小規模であり、全体として連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法を適用した関連会社 

関 連 会 社           ８社（㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海髙島屋、㈱伊予鉄髙島屋、大葉髙島屋百貨股份有限公司他） 

当社の、持分法適用関連会社の㈱関西テレホンコミュニケーションセンターは、連結子会社の㈱髙島屋   

テレホンコミュニケーションセンターに業務を引継ぎ平成18年５月に清算結了しましたので持分法適用関連会

社から除外しました。 
（２）持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由 

非連結子会社     ６社（タカシマヤ・フランスS.A.他） 

関 連 会 社           ６社（ピエールカルダン・ジャパン㈱他） 
非連結子会社のタカシマヤ・タイランドCO．LTD．は平成18年８月に清算結了しましたので非連結子会社か

ら除外しました。また㈱ジョージ ジェンセン ジャパンの株式を平成18年６月に売却しましたので持分法非適

用関連会社から除外いたしました。 
持分法非適用会社は利益額及び利益剰余金等の観点からみていずれも小規模であり、全体として連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 
３．連結子会社の事業年度に関する事項 
 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる連結子会社は、連結決算日までの間に生じた重要な取引について連結上

必要な調整を行っております。なお、当連結会計年度より、連結子会社のうち、髙島屋スペースクリエイツ㈱、髙島

屋ビルメンテナンス㈱、㈱タックにつきましては12月31 日から２月末日に、㈱ファッションプラザ２１、㈱髙島屋

物流（旧㈱ティー・エル・コーポレーション）につきましては１月31日から２月末日にそれぞれ決算日を変更してお

ります。 
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４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有 価 証 券       
満期保有目的の債券 償却原価法 
その他有価証券 （時価のあるもの） 

              期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
               売却原価は主として移動平均法により算定しております。） 
             （時価のないもの） 
              主として移動平均法による原価法 

②デリバティブ       時価法 
③たな卸資産 
商 品       主として売価還元法及び個別法による原価法 
製 品       主として先入先出法による原価法 
貯 蔵 品       先入先出法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 主として定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

 よっております。 

②無形固定資産       定額法を採用しております。 

 なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

 す。但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開発

 費については、５年間で均等償却しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ポイント金券引当金 
ポイント金券の発行に備えるため、当連結会計年度末におけるポイント残高に対する将来の金券発行見積り額

のうち費用負担となる原価相当額を計上しております。 
④建物等除却損失引当金 
 当連結会計年度において、大規模な売場改装工事等により、将来建物等の除却ならびに撤去費用が確実に発生

することが予想されるため、合理的に見積もった損失見込額を計上しております。 
⑤退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
   過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による

定額法により発生時から費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）に

よる定額法により、発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 
⑥役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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（４）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、為替予約取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。また、

金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引） 
ヘッジ対象     外貨建営業債権・債務及び借入金の支払金利 

③ヘッジ方針 
当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすることとして

おります。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の    

ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要    

な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。 
⑤リスク管理体制 
重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また    

は稟議決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社財務部で取引残高を把握し管理しておりま

す。また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引について

も、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社財務部で取引残高を把握し管理しております。 
 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面時価評価法によっております。 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
 連結調整勘定は、20年間で均等償却しております。なお、連結調整勘定で少額なものは、発生年度に一括償却し 
ております。 
 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。 
 
８．その他 
 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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会計処理の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正） 
 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12 月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12 月９日 企業会計基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計

基準適用指針第２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 283,592 百万円で

あります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 

 

表示方法の変更 

 従来、連結貸借対照表の流動資産「その他」に含めて計上しておりました「差入保証金」（前連結会計

年度 7,540 百万円）は、当連結会計年度において、資産総額の 100 分の５を超えたため、区分掲記してお

ります。 
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連結貸借対照表注記 

摘    要 
当連結会計年度 

（19．２．28） 

前連結会計年度 

（18．２．28） 

１．有形固定資産減価償却累計額 １７９,８６８百万円 １７７,６６４百万円

２．自己株式の数 

所有株式の数 

自己株式 ８２７，００２株 ７７９，０２２株

３．担保資産及び担保付債務 

①担保に供している資産 

短 期 貸 付 金         ― ３５百万円

差 入 保 証 金           ６０,５８８百万円 ４,２１２百万円

建物及び構築物           ９,７２０百万円 １０,１２４百万円

土 地          ２０,６８６百万円 ２０,６８６百万円

長 期 貸 付 金         ４５,６４５百万円 ４６,１６１百万円

長 期 保 証 金         ― ６０,５８８百万円

合   計 １３６,６４１百万円 １４１,８０８百万円

②担保付債務 

短 期 借 入 金          ４１,９５７百万円 ２,３１３百万円

長 期 借 入 金         １３,７２９百万円 ５６,６７０百万円

合   計 ５５,６８６百万円 ５８,９８４百万円

４．供託している資産   

以下の資産を、割賦販売法

等に基づいて供託してお

ります。 

  

現 金 及 び 預 金         ８９０百万円 ８１６百万円

有 価 証 券          ― ３９９百万円

投 資 有 価 証 券         １０,４３２百万円 ８,４２８百万円

長 期 保 証 金         １０百万円 １９百万円

合   計 １１,３３２百万円 ９,６６４百万円

５．偶発債務 

①銀行借入金等に対す

る連帯保証 １１５百万円 １９３百万円

②従業員の住宅ローン

に対する連帯保証 

 

１,５５８百万円

 

１,９０４百万円

合   計  １,６７３百万円 ２,０９７百万円

６．売掛債権等の流動化 当連結会計年度末の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年内含む）残高は、

売掛債権等の流動化（信託方式及び譲渡

方式）によりそれぞれ減少しております。

受取手形及び売掛金    21,930百万円

その他流動資産       1,309百万円

長期保証金（一年以内含む） 3,396百万円

当連結会計年度末の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年内含む）残高は、

売掛債権等の流動化（信託方式及び譲渡

方式）によりそれぞれ26,634百万円及び

2,688百万円減少しております。 
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 摘    要 
当連結会計年度 

（19．２．28） 

前連結会計年度 

（18．２．28） 

７．土地の再評価 
 

当社及び連結子会社２社において「土

地の再評価に関する法律」（平成10年３

月31日公布法律第34号）及び平成11年

３月31日の同法律の改正に基づき、事業

用土地の再評価を行っております。 

なお、再評価差額については当該差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上しこれ

を控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行

令」（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算定

する方法及び同条第４号に定める路線

価に合理的な調整を行って算出する方

法によっております。 

再評価を行った年月日 

当社 

 平成12年12月31日（被合併会社）

及び 

 平成13年 ２月28日 

連結子会社１社  

 平成13年 ２月28日 

連結子会社１社 

 平成14年  ３月31日 

 
 

当社及び連結子会社２社において「土

地の再評価に関する法律」（平成10年３

月31日公布法律第34号）及び平成11年

３月31日の同法律の改正に基づき、事業

用土地の再評価を行っております。 

なお、再評価差額については当該差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上しこれ

を控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行

令」（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算定

する方法及び同条第４号に定める路線

価に合理的な調整を行って算出する方

法によっております。 

再評価を行った年月日 

当社 

 平成12年12月31日（被合併会社）

及び 

 平成13年 ２月28日 

連結子会社１社  

 平成13年 ２月28日 

連結子会社１社 

 平成14年  ３月31日 

 
再評価を行った土地の当期末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 
         １４，２７３百万円
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連結損益計算書注記 

摘    要 
当連結会計年度 

(18.３.１～19.２.28) 

前連結会計年度 

(17.３.１～18.２.28) 

１．特別利益の内訳 

固 定資産売 却 益 ３,８６３百万円 ４,９７４百万円

投資有価証券売却益 ５７９百万円 １６百万円

貸倒引当金戻入益 ８，５７３百万円 １２百万円

関係会社株式売却益 １，６７０百万円         ―

そ の 他 ６７６百万円 ３３８百万円

合 計 １５，３６２百万円 ５,３４２百万円

２．特別損失の内訳 

固 定資産売 却 損 ２９９百万円 ５０７百万円

固 定資産除 却 損 ３，０１８百万円 １,８８４百万円

建物等除却損失引当金繰入額 ２，３７９百万円 ―

固 定資産評 価 損 ― ２０百万円

原 状 回 復 費 用 １，７８７百万円 １,１６１百万円

関係会社株式評価損 ― ９百万円

投資有価証券評価損 ― ２百万円

事 業構造改 革 損 ― ４,３８３百万円

減 損 損 失 ４３百万円 ２３百万円

ﾎﾞｰﾅｽ買物券一括処理額 １，１２０百万円 ―

早期退職制度に伴う割増金 ２，５７９百万円 ―

そ の 他 ７４２百万円 １５１百万円

合 計 １１,９７０百万円 ８,１４４百万円

３．特別損失の「固定資産評価

損」について 

         ―  電話加入権に係る評価損であります。

４．特別損失「事業構造改革損」

の主な内訳 

        ― 早期退職制度に伴う割増金3,205 百万

円及びたな卸資産評価損524 百万円等で

あります。 

５．減損損失について 当連結会計年度において、連結子会社

は以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失

（百万円）

㈱髙島屋物流 

（東京都中央区）

配達所 有形固

定資産

その他

43

連結子会社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として、主として店舗

を基本単位としてグルーピングしており

ます。営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスとなる見込みである資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額

当連結会計年度において、連結子会社

は以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失

（百万円）

㈱ﾎﾃﾙｼｰｶﾞﾙ髙島屋 

（大阪市港区） 

ﾎﾃﾙ 

ｼｽﾃﾑ 

無形固

定資産

その他

23

連結子会社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として、主として店舗

を基本単位としてグルーピングしており

ます。営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスとなる見込みである資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額
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摘    要 
当連結会計年度 

(18.３.１～19.２.28) 

前連結会計年度 

(17.３.１～18.２.28) 

 し、当該減少額を減損損失43百万円とし

て計上しました。回収可能額は、正味売

却価額を適用しております。また、正味

売却価額については、路線価方式による

相続税評価額を使用しております。 

し、当該減少額を減損損失23百万円とし

て計上しました。なお、当該グループの

回収可能価額はないものとしておりま

す。 

６．特別損失の「ボーナス買物

券一括処理額」について 

連結子会社において、従来最後に使用

されるとみなしていたボーナス券相当額

を買物券の回収に応じて費用処理するこ

ととし、ボーナス券相当額の過去の回収

済買物券に対応する部分を一括して費用

処理したものであります。 

        ― 
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連結株主資本等変動計算書関係 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 309,024,920 21,802,705 ― 330,827,625

（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  公募増資による増加               16,000,000株 

  第三者割当増資による増加             2,400,000株 

  新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  3,402,705株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 779,022 50,246 2,266 827,002

（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加50,246株 

 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の売渡しによる減少 2,266株 

 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の種

類 

配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年５月23日 

定時株主総会 
普通株式 1,387 4.50 平成18年２月28日 平成18年５月24日

平成18年10月10日 

取締役会 
普通株式 1,469 4.50 平成18年８月31日 平成18年11月20日

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 
株式の

種類 

配当の

原資 

配当金の総額

（百万円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年５月22日 

定時株主総会 

普通株

式 

利益剰

余金 
1,650 5.00 平成19年２月28日 平成19年５月23日

 

 

 

連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物の期末残高と 
 

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

摘    要 
当連結会計年度 

(18.３.１～19.２.28) 

前連結会計年度 

(17.３.１～18.２.28) 

現 金 及 び 預 金               ５５,００９百万円 ５２,５９３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金       △４８百万円 △９９７百万円

現金及び現金同等物の期末残高                ５４,９６１百万円 ５１,５９５百万円
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重要な非資金取引の内容 
 転換社債型新株予約権付社債の転換 
   転換社債型新株予約権付社債の転換による資本金増加額       １，８３０百万円 
   転換社債型新株予約権付社債の転換による資本剰余金増加額     １，８２４百万円 
   転換による転換社債型新株予約権付社債の減少額          ３，６１９百万円 
 
リース取引に関係する注記 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（借 主 側） 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
                                        （単位 百万円） 

摘    要 当連結会計年度 
(19.２.28) 

前連結会計年度 
(18.２.28) 

増 減 高 

機械装置及び運搬具 

  取 得 価 額 相 当 額           

  減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

 
４７９ 
３６８ 

― 

 
７４７ 
５７９ 

― 

△２６８

△２１１

―

  期 末 残 高 相 当 額           １１１ １６７ △５６ 
器 具 及 び 備 品          

  取 得 価 額 相 当 額           

  減価償却累計額相当額 

  減損損失累計額相当額 

 
９，８７７ 
７，４４１ 

２６ 

 
１０，７８７ 
７，４３３ 

１３４ 

△９０９

７

△１０７

  期 末 残 高 相 当 額           ２，４０９ ３，２１９ △８１０ 
合 計           

  取 得 価 額 相 当 額           

  減価償却累計額相当額 

  減損損失累計額相当額 

 
１０，３５７ 
７，８０９ 

２６ 

 
１１，５３５ 
８，０１３ 

１３４ 

△１，１７７

△２０３

△１０７

  期 末 残 高 相 当 額           ２，５２０ ３，３８７ △８６６ 
（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

支払利子込み法により算定しております。 

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残           （単位 百万円） 

摘    要 当連結会計年度 
(19.２.28) 

前連結会計年度 
(18.２.28) 

増 減 高 

１ 年 内             １，０７３ １，５４８ △４７５ 
１ 年 超             １，４６０ １，８９１ △４３０ 
合 計             ２，５３３ ３，４３９ △９０６ 

 ﾘｰｽ資産減損勘定期末残高              １２ ５１ △３９

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占 
める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失     （単位 百万円） 

摘    要 当連結会計年度 
(19.２.28) 

前連結会計年度 
(18.２.28) 

増 減 高 

支 払 リ ー ス 料              １，７７１ ２，０６１ △２８９ 
ﾘｰｽ資産減損勘定の取崩額              ３９ ８２ △４３ 
減 価 償 却 費 相 当 額             １，７３２ １，９７８ △２４６ 
減 損 損 失              ― ６ △６
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④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
（貸 主 側） 
①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

該当事項はありません。 
 

②未経過リース料期末残高相当額 
   該当事項はありません。 
 
③受取リース料及び減価償却費                           （単位 百万円） 

摘    要 当連結会計年度 
(19.２.28) 

前連結会計年度 
(18.２.28) 

増 減 高 

受 取 リ ー ス 料            ― ３１６ △３１６

減 価 償 却 費            ― ３１６ △３１６

 
２．オペレーティングリース取引 
（借 主 側） 

未経過リース料                                 （単位 百万円） 

摘    要 当連結会計年度 
(19.２.28) 

前連結会計年度 
(18.２.28) 

増 減 高 

１ 年 内             １３，９４０ １３，９４０ ― 
１ 年 超             １１６，８９７ １３０，８３７ △１３，９４０

合 計             １３０，８３７ １４４，７７８ △１３，９４０
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税 効 果 会 計 関 係 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
                                                   （単位 百万円） 

                     期  別 

 科  目 

当連結会計年度 

（19.２.28） 

前連結会計年度 

（18.２.28） 

(1)繰延税金資産 

・ポイント金券引当金等 

・建物等除却損失引当金 

・未払事業税 

・未払賞与 

・確定拠出年金未払額 

・たな卸資産評価減 

・税務上の繰越欠損金 

・関係会社清算に伴う税効果 

・未払退職金 

・貸倒引当金損金算入限度超過額 

・その他 

２，００５

９６５

７４５

３９２

５１３

１４４

７４２

―

８４

１９８

４８８

１，６４７

―

５７０

４９６

４８５

１９３

１７４

１７３

７７

―

５０５

    繰延税金資産 小計 

・評価性引当額 

６，２８１

△６

４，３２４

△３７７

    繰延税金資産 合計 

・繰延税金負債との相殺 

６，２７４

△６３

３，９４６

△２４

    繰延税金資産の純額 ６，２１０ ３，９２２

(2)繰延税金負債 

・貸倒引当金調整 

・その他 

６３

―

―

２４

    繰延税金負債 合計 

・繰延税金資産との相殺 

６３

△６３

２４

△２４

流 動 の 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    繰延税金負債の純額 ― ―

(1)繰延税金資産 

・退職給付引当金損金算入限度超過額 

・貸倒引当金損金算入限度超過額 

・株式評価減 

・税務上の繰越欠損金 

・会社分割に伴う固定資産評価減 

・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ開発費償却超過額 

・確定拠出年金未払額 

・未実現利益 

・会員権評価減 

・減損損失 

・その他 

２２，９３０

８１１

２，３５３

２，０３０

１，３９１

９８１

―

５９０

２７２

１，０００

７２０

２２，１１３

４，３６３

２，３４９

１，６９９

１，４３９

１，０３２

６１３

５５７

３０８

１，１３２

７７８

    繰延税金資産 小計 

・評価性引当額 

３３，０８１

△３，０１１

３６，３８８

△２，７６９

    繰延税金資産 合計 

・繰延税金負債との相殺 

３０，０７０

△２６，３３１

３３，６１９

△２６，６８７

    繰延税金資産の純額 ３，７３８ ６，９３２

(2)繰延税金負債 

・その他有価証券評価差額金 

・固定資産圧縮積立金 

・貸倒引当金調整 

・その他 

１７，００５

９，２６０

７０

１１９

１８，１７３

８，５１２

１０

１３７

    繰延税金負債 合計 

・繰延税金資産との相殺 

２６，４５６

△２６，３３１

２６，８３３

△２６，６８７

固 定 の 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    繰延税金負債の純額 １２４ １４６
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

 
当連結会計年度 

（19.２.28） 
前連結会計年度 

（18.２.28） 

 法定実効税率 40.6％

 法定実効税率と税効果会計適用後の  ・交際費等一時差異でない項目 1.1％

 法人税等の負担率との間の差異が法 調 ・住民税の均等割 0.4％

 定実効税率の100分の５以下である  ・評価性引当額の増加額 △3.4％

 ため、記載しておりません。  ・関係会社清算に伴う税効果 △0.5％

   ・持分法による投資利益 △2.8％

   ・その他 1.8％

  整  

    

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.2％
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セ グ メ ン ト 情 報 

１． 事業の種類別セグメント情報 
当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日）            （単位 百万円） 

 
百貨店業 建装事業 不動産業 金融業 

その他 

事業 
計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

  営業収益 

(2)セグメント間の 

内部営業収益又は振替高 

 

 

941,692 

 

 

6,315 

 

 

33,388 

 

 

5,389 

24,088

5,605

7,986

4,255

42,249

49,452

1,049,405

71,016

 

 

― 

 

 

（71,016） 

1,049,405

―

計 948,007 38,778 29,693 12,241 91,701 1,120,422 （71,016） 1,049,405

営 業 費 用       924,664 38,302 23,377 10,157 89,616 1,086,118 （70,573） 1,015,545

営 業 利 益        23,342 475 6,316 2,084 2,085 34,304    （443） 33,860

Ⅱ資産、減価償却費、

減損損失及び資本

的支出 

資    産 

 

 

 

539,446 

 

 

 

19,596 81,735 66,087 19,601 726,467

 

 

 

56,528 782,996

減価償却費       9,352 92 2,360 106 79 11,991 234 12,226

減 損 損 失        ― ― ― ― 43 43 ― 43

資本的支出       25,032 238 8,279 ― 58 33,609 (896) 32,713

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融業に区分 

     しました。 

２．前連結会計年度まで｢百貨店業｣に表示しておりました㈱サンローゼ・ピーアンドシーにつきましては、 

  ディべロッパー業へ業態変更したため、事業区分を｢不動産業｣に変更しました。なお、この変更に伴 

  う影響額は軽微であります。 

３．前連結会計年度まで｢金融・リース業｣に表示しておりました髙栄リース㈱につきましては、平成17年 

  ３月をもってリース業を終了したため、事業区分名称を｢金融業｣へ変更しました。 

４．その他事業の主な内容は、通信販売事業、卸売業及び縫製業であります。 

５．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

６．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 139,054 百万円であ

り、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管

理部門に係る資産等であります。 
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  前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）             （単位 百万円） 
 

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・ 

リース業

その他 

事業 
計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

  営業収益 

(2)セグメント間の 

内部営業収益又は振替高 

 

 

 

928,182 

 

6,496 

 

 

 

26,906 

 

3,994 

22,751

5,492

8,822

4,130

44,488

66,115

1,031,150

86,229

 

 

 

― 

 

(86,229) 

1,031,150

―

計 934,678 30,900 28,243 12,953 110,603 1,117,380 (86,229) 1,031,150

営 業 費 用       911,477 30,378 22,582 10,590 109,374 1,084,403 (86,008) 998,395

営 業 利 益        23,201 522 5,661 2,362 1,229 32,976 (221) 32,755

Ⅱ資産、減価償却費、

減損損失及び資本

的支出 

資    産 

 

 

 

529,148 

 

 

 

19,314 81,481 47,097 21,015 698,057

 

 

 

67,430 765,487

減価償却費       9,410 45 2,268 911 98 12,734 160 12,895

減 損 損 失        ― ― ― ― 23 23 ― 23

資本的支出       11,250 26 4,045 67 128 15,518 (265) 15,253

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業に区

分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、食料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 122,085 百万円であ

り、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証

券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 

 
２．所在地別セグメント情報 

 

当連結会計年度及び前連結会計年度における所在地別セグメント情報は、日本での営業収益及び資産の金額が、全セ

グメントの営業収益の合計額及び資産の金額の合計額のそれぞれ90％超であるため、記載を省略しております。 
 

３．海 外 営 業 収 益 
 
当連結会計年度及び前連結会計年度における海外営業収益は、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載

を省略しております。 
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況 

（１）生 産 実 績                                  （単位 百万円） 
生     産     高 

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 

建 装 事 業                

そ の 他 事 業              

２８，０２６

８２６

２３，３０６

１，０７８

合         計 ２８，８５３ ２４，３８４

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．金額は、販売価格によっております。  
４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 

 
（２）受 注 実 績                                  （単位 百万円） 

受  注  高 受 注 残 高 
事業の種類別 

セグメントの名称 
当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28）

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28）

当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28）

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28）

建 装 事 業 ２９，０５１ ２０，４５５ １１，２０２ １１，４７１

合     計 ２９，０５１ ２０，４５５ １１，２０２ １１，４７１

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．その他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は含めておりません。 
４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 

 
（３）販 売 実 績                                  （単位 百万円） 

販     売     高 

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 

百 貨 店 業               

建 装 事 業               

不 動 産 業               

金 融 業               

そ の 他 事 業               

９４１，６９２

３３，３８８

２４，０８８

７，９８６

４２，２４９

９２８,１８２

２６,９０６

２２,７５１

８,８２２

４４,４８８

合         計 １，０４９，４０５ １,０３１,１５０

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．販売高には、営業収益を記載しております。 
４．前連結会計年度まで｢百貨店業｣に表示しておりました㈱サンローゼ・ピーアンドシーにつきましては、 

  ディべロッパー業へ業態変更したため、事業区分を｢不動産業｣に変更しました。なお、この変更に伴 

  う影響額は軽微であります。 
５．前連結会計年度まで｢金融・リース業｣に表示しておりました髙栄リース㈱につきましては、平成17年 

  ３月をもってリース業を終了したため、事業区分名称を｢金融業｣へ変更しました。 
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有 価 証 券 関 係 

 

 当連結会計年度 （平成19年２月28日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位 百万円） 

区       分 連結貸借対照表計上額 時   価 差   額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 

（１）国債・地方債        １０，６１２

 

１０，７４０ １２８

（２）社     債 ― ― ―

小      計 １０，６１２ １０，７４０ １２８

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 

（１）国債・地方債        ―

 

― ―

（２）社     債 ― ― ―

小      計 ― ― ―

合      計 １０，６１２ １０，７４０ １２８

 

２．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位 百万円） 

区       分 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

（１）株     式 １７，３０８

 

５９，２７０ ４１，９６１

（２）債     券  

     国債・地方債        １９ １９ ０

     社     債 ― ― ―

（３）そ  の  他 ― ― ― 
小      計 １７，３２８ ５９，２８９ ４１，９６１

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

（１）株     式 ５１５

 

４３６ △７８

（２）債     券  

     国債・地方債         ― ― ―

（３）そ  の  他 ― ― ― 
小      計 ５１５ ４３６ △７８

合      計 １７，８４３ ５９，７２６ ４１，８８３

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と

帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベー

スでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 
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３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券                      （単位 百万円） 

区     分 売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

（１）株 式         ５，７５１ ５７９ ―

（２）債 券         ― ― ―

（３）そ の 他         ― ― ―

合      計 ５，７５１ ５７９ ―

 

４．時価評価されていない有価証券                （単位 百万円） 

区            分 連結貸借対照表計上額 

（１）子会社及び関連会社株式 

    非 上 場 株 式 ２９，２７６

合            計 ２９，２７６

（２）その他有価証券 

    非 上 場 株 式 １，１４７

合            計 １，１４７

 

５．満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額（単位 百万円） 

区     分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

満期保有目的の債券 

（１）国債・地方債        ５９９ ３，００１

 

７，０１１ ―

（２）社     債 ― ― ― ―

小     計 ５９９ ３，００１ ７，０１１ ―

その他有価証券 

（１）国債・地方債        ― １９

 

― ―

（２）社     債 ― ― ― ―

（３）そ  の  他 ― ― ― ― 
小     計 ― １９ ― ― 
合     計 ５９９ ３，０２１ ７，０１１ ―
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 前連結会計年度 （平成18年２月28日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位 百万円） 

区       分 連結貸借対照表計上額 時   価 差   額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 

（１）国債・地方債        ９，５０８

 

９，６２２ １１３

（２）社     債 ― ― ―

小      計 ９，５０８ ９，６２２ １１３

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 

（１）国債・地方債        ―

 

― ―

（２）社     債 ― ― ―

小      計 ― ― ―

合      計 ９，５０８ ９，６２２ １１３

 

２．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位 百万円） 

区       分 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

（１）株     式 １７，４７０

 

６２，３７９ ４４，９０８

（２）債     券  

     国債・地方債        ― ― ―

     社     債 ― ― ―

（３）そ  の  他 ― ― ― 
小      計 １７，４７０ ６２，３７９ ４４，９０８

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

（１）株     式 ４６１

 

４３１ △２９

（２）債     券  

     国債・地方債         １９ １９ △０

（３）そ  の  他 ― ― ― 
小      計 ４８０ ４５１ △２９

合      計 １７，９５１ ６２，８３０ ４４，８７９

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と

帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベー

スでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 
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３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券                      （単位 百万円） 

区     分 売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

（１）株 式         ２５ １７ ―

（２）債 券         ― ― ―

（３）そ の 他         ― ― ―

合      計 ２５ １７ ―

 

４．時価評価されていない有価証券                （単位 百万円） 

区            分 連結貸借対照表計上額 

（１）子会社及び関連会社株式 

    非 上 場 株 式 ２６，３７４

合            計 ２６，３７４

（２）その他有価証券 

    非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） ６，１９１

合            計 ６，１９１

 

５．満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額（単位 百万円） 

区     分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

満期保有目的の債券 

（１）国債・地方債        ８９９ ３，６０１

 

５，００８ ―

（２）社     債 ― ― ― ―

小     計 ８９９ ３，６０１ ５，００８ ―

その他有価証券 

（１）国債・地方債        ― １９

 

― ―

（２）社     債 ― ― ― ―

（３）そ  の  他 ― ― ― ― 
小     計 ― １９ ― ― 
合     計 ８９９ ３，６２０ ５，００８ ―

 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 

 

 当連結会計年度 （平成19年２月28日現在） 

ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 
 前連結会計年度 （平成18年２月28日現在） 

ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

 

ストック・オプション取 引 関 係 

 該当事項はありません。 

 

 

 



－ 37 － 

退 職 給 付 

当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給

付企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を、また、確定拠出年金型の制度として、確定拠出企業型

年金制度を設けております。なお、従業員の退職に際して、

退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合

があります。 

 

２．退職給付債務に関する事項（平成19年２月28日現在） 

（単位 百万円）

(1)退職給付債務  △１２５，０８０ 

(2)年金資産 ６１，０１２ 

(3)未積立退職給付債務 △６４，０６８ 
(4)未認識過去勤務債務 △５，７３０  

(5)未認識数理計算上の差異 １２，９７４ 

(6)退職給付引当金 △５６，８２４ 

 （注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡

便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項（平成18年３月１日～ 

平成19年２月28日）

（単位 百万円）

(1)勤務費用 ４，００１ 

(2)利息費用 ２，５３６ 

(3)期待運用収益 △１，４０１   

(4)過去勤務債務の費用処理額 △７６４   

(5)数理計算上の差異の費用処理額 ２，１４７ 

(6)早期退職制度に伴う割増金 ２，５７９  

(7)確定拠出年金拠出費用 １，００９ 

(8)退職給付費用 １０，１０８ 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用 

は、勤務費用に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（１）退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 
（２）割引率                ２．０％ 

（３）期待運用収益率        主として２．３％ 

（４）数理計算上の差異の処理年数 

発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して10年）による定額法により処理しております。

（５）過去勤務債務の処理年数      

発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して10年）による定額法により処理しております。

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給

付企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を、また、確定拠出年金型の制度として、確定拠出企業型

年金制度を設けております。なお、従業員の退職に際して、

退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合

があります。 

 

２．退職給付債務に関する事項（平成18年２月28日現在） 

（単位 百万円）

(1)退職給付債務 △１２８，１３７  

(2)年金資産 ６０，６４０ 

(3)未積立退職給付債務 △６７，４９６ 
(4)未認識過去勤務債務 △６，４９４  

(5)未認識数理計算上の差異 １６，６２２ 

(6)退職給付引当金 △５７，３６９ 

 （注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡

便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項（平成17年３月１日～ 

平成18年２月28日）

（単位 百万円）

(1)勤務費用 ３，６２９ 

(2)利息費用 ３，１４５ 

(3)期待運用収益 △１，３２９   

(4)過去勤務債務の費用処理額 △７６４   

(5)数理計算上の差異の費用処理額 １，２３９ 

(6)早期退職制度に伴う割増金 ３，２０５  

(7)確定拠出年金拠出費用 １，０４１ 

(8)退職給付費用 １０，１６８ 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用 

は、勤務費用に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（１）退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 
（２）割引率                ２．０％ 

（３）期待運用収益率        主として２．３％ 

（４）数理計算上の差異の処理年数 

発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して10年）による定額法により処理しております。

（５）過去勤務債務の処理年数      

発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して10年）による定額法により処理しております。
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関 連 当 事 者 と の 取 引 

１．役員及び個人主要株主等 

関 係 内 容 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金又

は 

出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業 

議決権等

の所有（被

所有）割合

(％) 

役員の

兼任等 

事業上

の関係 
取引内容

取引金額 

(百万円) 
科 目 期末残高

星野正宏    ― ―

当社取締役 

相模鉄道㈱ 

代表取締役会長

被所有 

直接 

  0     ―

 

―

（注1） 

8 

 

売掛金
 

0 役員及

びその

近親者 

佐伯尚孝    ― ―

当社監査役 

神奈川開発観光

㈱代表取締役社

長 

被所有 

直接 

  0     ―

 

―

（注2） 

10 

 

売掛金
その他

の投資 

1 

21 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．相模鉄道㈱との間の取引は、いわゆる第三者のための取引であり、商品の販売については、価格その他の

取引条件は当社と関連しない他の当事者と同様の条件によっております。 

２．神奈川開発観光㈱との間の取引は、いわゆる第三者のための取引であり、商品の販売及びその他の投資の

支払いについては、価格その他の取引条件は当社と関連しない他の当事者と同様の条件によっております。 

３．「その他の投資」の期末残高は連結貸借対照表では投資その他の資産の「その他」に計上しております。  

４．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 
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１ 株 当 た り 情 報 

 

当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

８５９円３６銭  ７３７円２５銭

1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益 

７７円８２銭 ６８円７６銭

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

７４円６５銭

 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

                ６５円７５銭

（注）算定上の基礎 

 １ 1株当たり純資産額 

当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 ― 

２８６，８２９百万円

普通株式に係る純資産額 ― 

２８３，５９１百万円

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と 1 株当たり

純資産額の算定に用いられた普通株式に係る当連結

会計期間末の純資産額との差額の主な内容 

― 

少数株主持分  ３，２３７百万円

普通株式の発行済株式数 ― 

３３０，８２７，６２５株

普通株式の自己株式数 ― 

８２７，００２株

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 ― 

３３０，０００，６２３株
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 ２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

当連結会計年度 

（18.３.１～19.２.28） 

前連結会計年度 

（17.３.１～18.２.28） 

連結損益計算書上の当期純利益 連結損益計算書上の当期純利益 

２５，３１９百万円 ２１,１９２百万円

普通株式に係る当期純利益 普通株式に係る当期純利益 

２５，３１９百万円 ２１,１９２百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 普通株式の期中平均株式数 

３２５，３６０，０３７株 ３０８，１８２，８００株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた当期純利益調整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た当期純利益調整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

△２百万円 △１４百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

１３，７６０，２２３株 １３，９１３，２６５株

 
 


